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【研究状況報告書（ＦＳ研究対象）】  

 

①研究代表者  

氏 名（ふりがな） 所 属 役 職  

大野 豊繁（おおのとよしげ） （一社）日本橋梁建設協会 技術調査部部長 

②研究 

テーマ  

名称 鋼橋の現位置改良工法の開発 

政策

領域 

［主領域］領域８ 道路資産の保全 公募 

タイプ 

タイプⅠ 

［副領域］ 

③研究経費（単位：万円） 

 
※受託額を記入。 
 

平成28年度  

   ９１８万円 

④研究者氏名  （研究代表者以外の主な研究者の氏名、所属・役職を記入。なお、記入欄が足りない場合は適
宜追加下さい。） 

氏    名  所属・役職  

春日井 俊博 （一社）日本橋梁建設協会・技術委員会委員 

三宅 隆文 （一社）日本橋梁建設協会・設計小委員長 

稲田 育朗 （一社）日本橋梁建設協会・保全委員会委員 

⑤研究の目的・目標（提案書に記載した研究の目的・目標を簡潔に記入。） 

本研究は、損傷した鋼橋を現在の位置で供用しながら、維持管理がより容易な新構造へと改

良する新しい工法を開発するものであり、その特徴は既設主構造から新設主構造へと耐荷機能

を以降することである。工法の適用性、安全性と実用性を実験と解析で検証する。 

（平成２８年度の目標） 

下記５項目を行う。 

(1)工法成立性の検討、(2)耐荷力評価法確立の実現性に関する検討、(3)提案工法実現のため

の適用範囲と検討範囲の絞り込み、(4)フィージビリティのまとめ、(5)報告書の作成 

 



⑥ＦＳ研究の結果 

平成28年12月末時点で予算実績では55%、成果は下記のとおり。 

（１）工法成立性の検討 

a) 検討対象の条件設定 

・対象橋梁は、海からの飛来塩分の影響を受ける地域の跨線橋とした。平成26年度の道路

メンテナンス年報によると跨線橋の数は、全道路管理者合計で9,190橋、うち国道交通省が

管理するものが1,705橋である。 

・構造形式は、最も一般的と考えられる単純非合成鈑桁と床版の影響を考慮した単純合成

鈑桁の2種類とした。平成26年度の点検結果から、橋長31m以下が61%を占めることから、

橋長30.6m、支間長は30mを検討対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 跨線橋の橋長と有効幅員の範囲 

 

b)適用範囲の検討 

・改良を行う既設橋は、点検結果の判定区分でⅣ緊急措置段階、すなわち構造物の機能に

支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態のものと

仮定した。 

・平成26年度の点検結果では、全道路管理者合計で1,022橋の点検が行われ、うち判定区分

Ⅳ（緊急措置段階）と判定されたものは3橋であった。 

 

表-1 跨線橋で判定区分Ⅳの橋梁（平成26年度の点検結果のもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



c)構造設計 

・維持管理性の向上の要求性能として、き電停止以外でも足場上での作業が可能となるよ

うに足場下面と鉄道建築限界との離隔を0.6mから1.2mへ拡大することとした。具体的には

既設主桁の腐食部位である下フランジとウエブ下端を切除し、路面高さをかさ上げせずに

全体の構造高を低く改良することとした。 

・損傷状態にある既設橋は、昭和53年の建設省標準設計による単純非合成鈑桁と、同じ設

計条件で昭和53年当時の基準で復元設計を行った単純合成鈑桁とした。 

・改良後の構造は、既設橋の幅員方向両外側に新設箱桁を増設するものとした。既設橋の

主桁は改良構造では縦桁として再利用する。既設橋の対傾構、横構は撤去し、改良構造で

は新設の横桁で縦桁を支持することとした。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 対象橋梁の一般図 
（図は標準設計の単純非合成鈑桁、付表は復元設計の値、支間長30m） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 改良構造の一般図  



（２）耐荷力評価法確立の実現性に関する検討 

a)解析検討の目的 

・既設部材と新設部材との合成構造の耐荷力を評価する手法を実現することで、従来の許

容応力度設計法では不可能であった、既設部材と新設部材それぞれに対して適切な部分係

数を設定できる可能性を検討することをFEM解析の目的とする。 

b)解析ケース 

・許容応力度設計法により決定された既設構造Oと改良構造N-1の耐荷力をFEM解析により

計算し、比較構造として既設の縦桁の支間両端に支点を設けた構造N-2、さらに新設主桁の

断面を縮小させ板厚を75%とした構造N-3のそれぞれの耐荷力を計算した。また、改良工事

の施工において既設部材を再利用する縦桁の降伏に対する応力度の余裕が少ない場合を想

定して、死荷重＋活荷重の載荷ケースで縦桁下フランジが降伏応力程度となるケースをN-4

とした。N-4はN-3の構造で縦桁の降伏応力度を低減して、他のモデルよりも初期の降伏荷

重を低く設定したモデルである。 

表-2 解析ケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図-1 既設構造（O） 

 

 

 

付図-2 既設の主桁を改造、新設主桁を増設（N-1） 

 

 

 

 

付図-3 N-1の構造の縦桁位置に支点を設置（N-2） 

 

 

 

 

  

縦桁：支点反力なし

縦桁：支点反力あり

縦桁：塑性化許容

新設主桁：断面縮小



    c)モデル化 
・主桁、横桁およびRC床版はシェル要素で、対傾構、横構はトラス要素でそれぞれモデル

化した。 
・応力-ひずみ関係は、鋼材は降伏応力度以降にヤング係数を降伏前の1/100に変化させるバ

イリニアとした。コンクリートは圧縮強度でヤング係数を変化させる完全弾塑性とした。 
・荷重は、死荷重Dを作用させた後に、L活荷重を増加させる漸増載荷とした。 

    d)解析結果 
・既設構造のケースOは、荷重10485kN(D+5.1L)で主桁下フランジが降伏した。 
・改良構造のケースN-1は、荷重11759kN(D+5.5L)で縦桁の下フランジが降伏し、

荷重13623kN(D+6.7L)で新設主桁の下フランジが降伏した。許容応力度設計法で決

定した改良構造は既設構造より1.12倍の耐荷力（降伏荷重）の増加が確認できた。 
・改良構造の新設主桁の断板厚を75%へ減少させたケースN-3では、耐荷力は減少し

たが、縦桁が降伏する荷重は10434kN(D+4.7L)で、既設構造とほぼ同等となった。 
・縦桁の降伏応力度を低く設定したケースN-4は、荷重4842kN(D+1.1L)で縦桁の下

フランジが降伏し、荷重9035kN(D+3.8L)で新設主桁の下フランジが降伏した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 改良構造（N-1）の変形形状（×10倍）とミーゼス応力のコンター 
 

・既設部材と新設部材の合成構造では、荷重分担割合の適切な設定と、既設部材と

新設部材のそれぞれで部分係数を適切に設定することで、より合理的な設計ができ

る可能性が確認できた。 

・従来の許容応力度設計法では、既設部材と新設部材とも断面の端縁における材料の降伏

を限界状態として部材の安全率は同一となっている。提案する工法では、既設部材と新設

部材とからなる複合部材の最大耐荷力時を限界状態として、部材毎の安全率を個別に設定

する設計法の可能性を検討している。 

・既設部材を改良した縦桁が設計荷重相当のD+Lで下フランジが塑性化しても、横桁から主

桁へと荷重が伝達され、橋梁全体の構造としては耐荷機能が保持されることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

(a)縦桁降伏、荷重：D+5.5L(11759kN) 

(b)主桁降伏、荷重：D+6.7L(13623kN) 



⑦本格研究の見通し 

（ＦＳ研究の結果を踏まえた本格研究における研究成果の見通し、今後の研究目標の達成見込み、成果の活用方法、手段、

今後の展開等を記入。この際、提案書（当初計画）からの変更点があれば、分かるように工夫すること。） 

１．今後の研究目標の達成見込み 

FS採択の研究により、損傷橋梁の補強方法として従来の当て板による工法に比べて合理

的となることを目指した、既設部材と新設部材との合成構造を適切に組み合わせる新しい

補強方法の可能性が確認できた。本採択の研究によって、提案する工法の補強効果の確認、

および設計法の基本的な考え方の整理ができるものと考える。 

２．成果の活用方法 

     従来は、対象療法的に損傷部分の断面修復を行い、補強部材を追加し、許容応力度法によ

って安全性の評価を行ってきたが、既設部材を許容応力度以内とするために過大な補強部材

が必要となっていることが解決すべき課題のひとつであった。今後の部分係数設計法の導入

も考慮して、既設部材と新設部材のそれぞれに適切な部分係数を用いた合成構造へ改良する

ことで、より合理的な設計手法が可能になると考えられる。本研究の成果は、今後の鋼橋の

維持管理において補修、補強の実施に活用できるものと考える。 

３．当初計画からの変更点 

     当初計画では、モデル橋梁の改良に関する設計および施工計画を主体とする研究であった

が、FS採択となったため、補強工法の実現可能性の検討を主体とする内容に変更して研究を

実施した。今後は、既設部材と新設部材の合成構造に改良する補強工法について、補強効果

を解析で検討し、予備実験による試験体の検討と解析手法の妥当性の検証を経て、最終段階

として模型実験による提案工法の施工性および安全性の検証を行うこととした。 

⑧特記事項 

１．得られた知見 

    従来の許容応力度設計法では、既設部材の応力度の制限により過大な補強部材が必要であ

ったが本研究の検討手法により、既設部材と新設部材の合成構造において、部材ごとに異な

る部分係数を適切に設定することで、許容応力度法による従来の工法に比べて経済的な補強

設計が行える可能性があることがわかった。 

２．進捗の達成度 

当初計画では、解析検討は骨組モデルを主体にしていたが、補強構造の詳細な挙動を解

明するため、本採択で実施予定であったFEM解析検討の一部を前倒しして実施することとし

た。このため当初計画の一部内容を変更しているが、必要な知見はすでに得られているた

め、FS採択としての目的は達成できるものと自己評価する。 
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